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地産地消型再生可能エネルギー調査について 

新エネルギー推進課 

１ 平成 27年度の取組 

(１) 予算等 

  ・予算額：（一）9,288 千円（平成 27 年度 6 月補正予算） 

  ・委託先：ランドブレイン（株）・（株）東洋電化テクノリサーチ共同事業体 

  ・決算額：（一）9,256 千円 

 

(２) 調査結果概要 

① 調査対象 

梼原町、黒潮町、香南市 ※市町村の希望や条件を考慮してモデル地域を選定 

② 調査方法 

固定価格買取制度による売電ではなく、エネルギー販売会社を設立し、売電・売

熱する方法で、エネルギー供給事業、エネルギーインフラ事業（地域で電力を消費

するための自営線等を整備）及び需要施設事業の３つの事業を想定し、事業期間を

２０年間として収支を試算した。 

  ③ 調査結果 

いずれのモデル地域においても、地域経済への波及効果はあるものの、投資に対

する収益性が低く、初期投資に対する国の補助金（補助率 1/2）や自治体負担なし

では事業として成り立たない。 

    ■事業の総括表                       （単位：億円） 

 

 

 

 

 

 

 

        

（理由） 

・ 発電施設や電力自営線等の初期投資が大きい  

・ 初期投資に比して、需要が小さく収入が少ない 

・ 雇用など地域経済への波及効果や、地域外へ流出しているエネルギー支出を地

域内へと転換する効果があることが認められた。 

事 項 梼原町 黒潮町 香南市 

初期投資額（発電施設建設費等） 23.7 10.9 24.5 

 国補助金 11.8 5.4 12.2 

市町自己負担 6.1 4.0 8.7 

事業主負担 5.8 1.5 3.6 

キャッシュ累計（20年間） ※配当金含む 4.7 1.5 5.3 

(参考) 木質ﾍﾟﾚｯﾄ等調達額（20 年間） 

    直接雇用 

  12.2 

    8 人 

3.6 

3 人 

   20.8 

4 人 
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２ 平成 28年度における取組 

○施設整備に向けた詳細調査実施は見送り（平成 28 年度 地産地消型再生可能エネルギ

ー調査委託料 16,233千円） 

梼原町及び黒潮町と協議を行ったが、詳細調査実施の意向はなかった。 

 

 （１）調査結果の報告及び別案の提案 

  ①黒潮町（平成 28 年 5 月 25 日） 

・別案：入野地区エリアに絞った調査の提案 

 ②梼原町（平成 28 年 5 月 30 日,6 月 7 日） 

・別案： 

・雲の上地区エリアに絞り、自家消費型の調査の提案 

・市街地エリアに絞り、自営線及び熱導管を設置せず、施設屋根の太陽光発電と

蓄電池の代わりに電気自動車を活用する調査の提案 

 

 （２）梼原町及び黒潮町の回答 

①黒潮町：町全体でなく､特定地区に大きな予算を投入することは理解を得難い。設  

備の大規模改修など維持し続ける費用が必要となり負担が大きい。 

②梼原町：風力発電事業を優先したい。また、雲の上地区の施設整備時期は未定。 

（香南市モデルの想定は新設の工業団地であり､建設が未定であるため対象から除いた） 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成２７年度に調査を行った地産地消モデル（エネルギー販売会社を設立し、自営線

等のインフラを整備し、複数施設へのエネルギーの供給・供給調整を行うもの）は、取

り組む意義はあるが、本県のようなエネルギー需要の小さな地域では、収益性が低いこ

とに加え、事業実施する場合に多額の初期投資が必要となることから、市町村にとって

取り組む優先度は低いと考えられる。 
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項目 内容 

課 題 

①初期投資が大きくなる 
・エネルギー供給事業：発電設備の設置に多額の投資が必要であり、補助金活用や自治体負担が必要となる。 

・エネルギーインフラ事業：需要施設が点在している地域では自営線・熱導管の延長が長くなるため、投資額が増
加する。 

②初期投資に比して収入が小さい 
・公共施設を中心とした供給では、エネルギー需要が小さく、十分な収入が期待できない。一方で工場などのエネ
ルギー需要の大きな施設への供給では、一定の収入が期待できる。 
・固定価格買取制度を活用しないため、売電価格が低額となる。 

③自治体の負担及び継続的関与が必要 
・今回検討したモデルにおいては、初期投資や収入面の課題があり、自治体の負担が必要である。 

意 義 

○太陽光、木質バイオマスなどの地域資源の活用 
○エネルギーの地産地消・自給率向上 
○地域経済への波及効果 
○災害時対応の向上 

○温室効果ガス排出削減による温暖化対策への貢献、化石燃料に代わる持続可能エネルギーの
活用促進 

今後の検討
の方向性 

エネルギーの地産地消は、事業採算面の課題はあるが、地域資源の活用をはじめとした意義があることを考慮す
れば、実現化に向けて、以下の事項に留意して詳細調査を行う必要があると考えられる。 

○初期投資の絞り込み 
・需要に応じた供給・インフラ規模及び手法の検討（インフラ整備費用を抑えるため、地域や自営線・熱導管を絞る、
既存の送配電線を活用する 等） 

○需要施設（公共施設等）運営経費の削減効果などの把握 
・公共施設等の需要施設側の運営経費（光熱水費等）を抑える効果を把握（電力契約金額の削減効果、省エネ効
果等） 

○自治体負担方策の検討 
・地方自治体負担を抑えるため、地方財政に有利な国の補助金（1/2～2/3）又は過疎債を活用できる自家消費型
について検討 

■まとめ 
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（１）地域内需要量調査（熱・電力等） 

候補①として、雲の上地区にて施設の建替計画が検討されている
施設を対象として検討した。 

雲の上プール

雲の上温泉

雲の上ギャラリー

雲の上ホテル

道の駅（市場）

きつつき学習館
ライダーズイン雲の上

候補①：雲の上地区エリア

50m

半径200ｍ

半径100ｍ

【モデル地域：梼原町 中山間地域EMS（エネルギーマネジメントシステム）モデル 】 

候補エリア①：雲の上地区エリア 
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年間エネルギー需要量（雲の上地区エリア）

電力負荷 給湯 暖房 冷房

(MJ年) 

候補②として、公共施設が多く立地する市街地エリアの公共施設を
対象として検討した。 

教育委員会（旧梼小）

梼原病院

こども園

ゆすはら・夢・未来館

歴史民俗資料館

マルシェゆすはら（市場含む）

梼原小学校梼原中学校

支援センター 梼原町役場

半径400ｍ

100m

候補②：市街地（公共施設）エリア
候補②-2：市街地（川東側）エリア

候補②-1：市街地（川西側）エリア

図書館（新設予定）

福祉施設（新設予定）

候補エリア②：市街地（公共施設）エリア 
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○年間電力需要量 1,330MWh/年 
○最大電力需要  261kW 

○年間電力需要量 1,962MWh/年 
○最大電力需要  474kW 
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需要施設事業 エネルギー供給事業 エネルギーインフラ事業 

雲の上地区エリア 

木質バイオマス 
熱電併給（CHP） 

（定格180kW×1基） 
温熱 

電力 

供給設備工事 
約1,496百万円 

貯湯槽 

森林  
（ 民有林・公有林） 

森林組合等 

（伐採～運搬） 

ペレット加工 

既存の 
ペレット製造工場 
から購入のため 
イニシャル不要 

ペレット単価 
35円/kg 

排熱回収型 
吸収式冷凍機
（40USRT×1台） 

冷熱 

温水 

余剰・不足
電力 

地域PPS 

【インフラ使用料】 
自営線3.0円/kWh 
熱導管2.0円/MJ 

1,737t/年 

二次側設備工事 
約223百万円 

約61百万円 

インフラ設備工事 
約649百万円 

熱
導
管
（総
延
長
４
０
０
ｍ
） 

再生可能エネルギー 

風力発電 
（2,000kW×1基） 

太陽光発電 
（10kW×17基） 

電力 

電力 

【モデル地域：梼原町 中山間地域EMS（エネルギーマネジメントシステム）モデル 】 

EV充電ｽﾃｰｼｮﾝ 

自
営
線
（総
延
長
４
０
０
ｍ
） 

受変電 
設備 

蓄電池 
設備 

【対象需要施設】 
・雲の上ホテル・レストラン 
・雲の上温泉 
・雲の上プール 
・雲の上ギャラリー  
・きつつき学習館 
・道の駅 （市場） 
・ライダーズイン雲の上 

二次側設備（ファンコイルユニッ
ト、冷温水配管等） 

BEMS 

市街地（公共施設）エリア 

木質バイオマス 
熱電併給（CHP） 

（定格180kW×1基） 
温熱 

電力 

貯湯槽 

排熱回収型 
吸収式冷凍機
（40USRT×1台） 

冷熱 

温水 

熱
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管
（総
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長
１
０
０
０
ｍ
） 

EV充電ｽﾃｰｼｮﾝ 

自
営
線
（
総
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長
１
０
０
０
ｍ
） 

受変電 
設備 

蓄電池 
設備 

【対象需要施設】 
・梼原町役場 ・ゆすはら・夢・未来館 
・教育委員会 ・梼原こども園 
・歴史民俗資料館 ・マルシェゆすはら 
・図書館（新設） ・福祉施設（新設） 
・町立梼原病院 ・保健福祉支援センター 
・梼原小学校 ・梼原中学校 

二次側設備（ファンコイルユニッ
ト、冷温水配管等） 

BEMS 

  CEMS 

【エネルギー使用料】 
電力22円/kWh 

熱（冷温水）3.0円/MJ 
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（１）地域内需要量調査（熱・電力等） 

○年間電力需要量 1,248MWh/年 
○最大電力需要  315kW 

候補①として、庁舎移転、防災拠点施設の整備、住宅等の高台
移転等を検討している入野地区エリアを対象に検討した。 

【モデル地域：黒潮町 「防災型公共施設・産業施設モデル」】 

候補①：入野地区（公共施設）エリア

入野小学校
大方高等学校

黒潮町役場本庁（現庁舎）

大方保育所

大方給食センター

大方中学校

黒潮町役場庁舎（新庁舎）

城山宅地開発

（高台移転分譲住宅）

半径500m

候補エリア①：入野地区（公共施設）エリア 

○年間電力需要量 2,207MWh/年 
○最大電力需要  648kW 

候補②として、産業施設（水産加工施設等）がある佐賀地区エリ
アを対象に検討した。 

カツオのタタキづくり

体験等交流施設

⑥

候補②：佐賀地区（産業施設）エリア

半径200m ⑤

④

⑦
⑩

⑧

⑨

① ② ③

黒潮町水産加工施設

民間事業者A

（水産加工施設）

⑪

民間事業者B

（水産加工施設）

候補②：佐賀地区（産業施設）エリア 
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需要施設事業 エネルギー供給事業 エネルギーインフラ事業 

入野地区エリア 

木質バイオマス 
熱電併給（CHP） 
（定格40kW×1基） 

温熱 

電力 

供給設備工事 
約413百万円 

貯湯槽 

森林  
（ 民有林・公有林） 

森林組合等 

（伐採～運搬） 

チップ加工 

既存の 
チップ製造工場 
から購入のため 
イニシャル不要 

チップ単価 
20円/kg 

排熱回収型 
吸収式冷凍機
（40USRT×1台） 

冷熱 

温水 

余剰・不足
電力 

地域PPS 

【インフラ使用料】 
自営線3.0円/kWh 
熱導管2.0円/MJ 

900t/年 

二次側設備工事 
約197百万円 

約18百万円 

インフラ設備工事 
約475百万円 

熱
導
管
（総
延
長
９
０
０
ｍ
） 

再生可能エネルギー 

太陽光発電 
（476kW） 

電力 

EV充電ｽﾃｰｼｮﾝ 

自
営
線
（総
延
長
９
０
０
ｍ
） 

受変電 
設備 

蓄電池 
設備 

【対象需要施設】 
・黒潮町役場本庁（新庁舎） 
・大方中央保育所 
・大方中学校   ・入野小学校 
・大方高等学校 ・大方給食センター 
・あったかふれあいセンターよりあい 
・城山宅地開発（高台移転分譲住宅9戸） 

二次側設備（ファンコイルユニッ
ト、冷温水配管等） 

BEMS 

佐賀地区エリア 

木質バイオマス 
熱電併給（CHP） 
（定格40kW×2基） 

温熱 

電力 

貯湯槽 

排熱回収型 
吸収式冷凍機
（40USRT×1台） 

冷熱 

温水 

熱
導
管
（
総
延
長
２
０
０
ｍ
） EV充電ｽﾃｰｼｮﾝ 

自
営
線
（
総
延
長
２
０
０
ｍ
） 

受変電 
設備 

蓄電池 
設備 

【対象需要施設】 
・黒潮町水産加工施設 
・カツオのタタキづくり体験等交流施設 
・民間事業者Ａ（水産加工施設） 
・民間事業者Ｂ（水産加工施設） 

二次側設備（ファンコイルユニッ
ト、冷温水配管等） 

BEMS 

  CEMS 

【エネルギー使用料】 
電力22円/kWh 

熱（冷温水）3.0円/MJ 

【モデル地域：黒潮町 「防災型公共施設・産業施設モデル」】 



【モデル地域：香南市  「工業団地モデル」 】 
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工場A

(金属製品製造業）

工場B

(プラスチック製品製造業）

工場C

(業務用機械器具製造業）

工場D（未定）

(製造業）

（１）地域内需要量調査（熱・電力等） 

○年間電力需要量 3,284MWh/年 
○最大電力需要  2,346kW 

モデル地域候補として、香南工業団地（現在造成済、一部建設中）を検討し
た。※将来的には、香南工業団地と同様の新工業団地を造成する予定（香
南工業団地周辺：場所未定） 
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需要施設事業 エネルギー供給事業 エネルギーインフラ事業 

木質バイオマス 
熱電併給（CHP） 

（定格400kW×2基） 
温熱 

電力 

供給設備工事 
約2,123百万円 

貯湯槽 

森林  
（ 民有林・公有林） 

森林組合等 

（伐採～運搬） 

チップ加工 

既存の 
チップ製造工場 
から購入のため 
イニシャル不要 

チップ単価 
20円/kg 

排熱回収型 
吸収式冷凍機
（40USRT×2台） 

冷熱 

温水 

余剰・不足
電力 

地域PPS 

【インフラ使用料】 
自営線1.5円/kWh 
熱導管1.0円/MJ 

5,211t/年 

二次側設備工事 
約142百万円 

約1.04億円 

インフラ設備工事 
約181百万円 

熱
導
管
（総
延
長
６
０
０
ｍ
） 

再生可能エネルギー 

太陽光発電 
（100kW×4ヶ所） 

電力 

自
営
線
（総
延
長
６
０
０
ｍ
） 

受変電 
設備 

蓄電池 
設備 

【対象需要施設】 
・工場A（金属製品製造業） 
・工場B（プラスチック製品製造業） 
・工場C（業務用機械器具製造業） 
・工場D（製造業（未定）） 
 

二次側設備（ファンコイルユニッ
ト、冷温水配管等） 

BEMS 

  CEMS 

【エネルギー使用料】 
電力20円/kWh 

熱（冷温水）2.5円/MJ 

【モデル地域：香南市  「工業団地モデル」 】 


